



















B と C は今後の事業継続について相談し、B が自らノウハウを有していた
設計・監理業務を行う別会社を設立することにした。これは、当該別会社が
P社から仕事の紹介を知り受けた際には、P社に紹介手数料を支払うことで、












たって、C や P 社から資金や動産等の承継はされなかったが、従業員は、い
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たことがうかがわれ、D らが抜けてからの P 社の業務と Y の業務には、同一
性があったといえる。そして、Y社が事業を開始した平成24年7月頃以降は、
P 社は、従業員を有さず、代表取締役 C が一人で営業を行うようになり、顧
客を獲得すると、これをY社らに紹介する代わりに紹介料の支払を受け、自
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に変更して、これを Y 社の商号として利用するとともに、P 社が使用してお
り、同社のブランド力を象徴する本件標章を同社の許諾を得て利用すること
となったものである。このように、『Y』との名称及び本件標章にはブランド
力があったのであるから、これを Y 社が利用するようになったことは、P 社
からY社に対して財産的価値を有するブランドの承継がされたと評価するこ
とができる。」
































































































































































譲渡会社の商号の標章等を続用した譲受会社に対する会社法 22 条 1 項類推適用の可否
る見解もあり、学説は分かれる10。
もっとも、仮に商号の略称の続用について類推適用を否定したとしても、そ
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